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第１編 総論 

見慣れてきた景色 

（草加市 小堤美奈様） 

願いを込めて絵馬を 

（加須市 川島樹様） 

明るい桜 

（幸手桜高等学校 落合媛風様） 

帰り道 

（幸手桜高等学校 橋本若葉様） 

※「幸手のしあわせ写真」にご応募いただいた写真を掲載しています。 
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第１章 総合振興計画について 

 

１ 総合振興計画とは 

総合振興計画は、市の最上位計画であり、市の特性や課題、社会情勢などを見極めながら戦略的な市政運営

を行うためのまちづくりの基本指針とするものです。基本計画は、基本構想に示すまちづくりの基本理念や将来像、

施策の大綱の実現を図るための施策を体系的に取りまとめたものであり、各分野における具体的な施策などは、

本計画に基づいて実施されます。 

 

２ 総合振興計画の構成と計画期間 

第 6 次総合振興計画の構成は、「基本構想」、「基本計画」および「実施計画」をもって構成します。 

 

（１）基本構想 

基本構想は、まちづくりの基本理念、将来像、施策の大綱を示し、市のまちづくりのための基本的な考え方を明

らかにしたもので、基本計画、実施計画その他の行政計画や施策の指針となるものです。 

計画期間は令和元年度（２０１９年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの１０年間です。 

 

（２）基本計画 

基本計画は、基本構想に掲げたまちの将来像を実現するために、施策体系に基づき、各分野の現状と課題を明

らかにするとともに、施策の展開を示すものです。 

前期基本計画が令和元年度（２０１９年度）から令和５年度（２０２３年度）まで、後期基本計画が令和６年度（２０

２４年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの各５年間とします。 

 

（３）実施計画 

実施計画は、基本計画の各施策を個別具体化し、事業を実施するための計画です。 

計画期間を３年間とし、毎年度ローリング方式により見直しを行います。 

また、見直しにあたっては、施策を単位として施策評価を行い、ＰＤＣＡサイクル＊に基づき計画の進行管理を行い

ます。 
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令和元年度 
(2019年度) 

令和２年度 
(2020年度) 

令和３年度 
(2021年度) 

令和４年度 
(2022年度) 

令和５年度 
(2023年度) 

令和６年度 
(2024年度) 

令和７年度 
(2025年度) 

令和８年度 
(2026年度) 

令和９年度 
(2027年度) 

令和10年度 

(2028年度) 

          

図１ 計画の構成と期間 

 

 

基本構想

基本計画

実施計画

まちづくりの基本理念や将来像、施策の大綱を示します。 

（令和元年度から令和 10 年度までの 10 年間） 

基本構想を実現するために具体的に進めていく施策を体系的に示します。

（後期基本計画令和６年度から令和 10 年度までの５年間） 

基本計画で示す施策の方向に沿って、具体的な事業を示します。 

（３年間・毎年度ローリング方式） 

基本構想 10 年 

前期基本計画 ５年 後期基本計画 ５年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 
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第２章 後期基本計画について 

 

１ 後期基本計画の策定について 

平成３１年（２０１９年）３月に「みんなでつくる 幸せを手にするまち 幸手」を将来像とした「第６次幸手市総合

振興計画」を策定し、これを市政運営の指針としてまちづくりを推進してきました。 

今日、本格的な人口減少や少子高齢化社会の到来、ＳＤＧｓの理念を活用した持続可能な地域社会の構築や、

大規模自然災害への備えのほか、新型コロナウイルス感染症対策を契機としたニューノーマル（新たな日常）への

適応といったさまざまな変化への対応が求められています。 

このような状況の中で、前期基本計画が令和５年度（２０２３年度）をもって終了することから、引き続き基本構想

の実現に向けて計画的な行政運営を行っていくため、次の５か年（令和６年度（２０２４年度）から令和１０年度（２０

２８年度）まで）について「後期基本計画」を策定するものです。 

後期基本計画の構成は、まちづくりの重点課題を解決するための重点対策プロジェクトと、すべての施策を体系

的にまとめた分野別計画で構成されます。分野別計画は、基本構想に定める７つの政策ごとに、合わせて４０の施

策を示します。 

 

２ 計画策定体制 

基本構想に掲げた将来像の実現に向け、市民と行政の協働によるまちづくりへの共通目標・行動指針とするた

め、多様な手法を取り入れた市民参加により、多くの市民の意見などをもとに、全庁をあげて計画を策定していく体

制としました。 
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図２ 策定体制図 
 

※包括連携は、市と包括連携協定を締結している日本工業大学・日本保健医療大学・埼玉県立幸手桜高等学校との連携

により、市民検討会議委員の推薦、意識調査やＱ＆Ａボードおよび特設サイトへの協力を通じて、若い世代の意見を取り

込みました。 

  

Q&Aボード（第１弾） 

「みんなのおすすめを教えて！」 

審議会 
各種団体・学識経験者等で構成 

特設サイト・デジタル空間 
市民との幅広い参画と協働を推進 

市民検討会議 
（各種団体・公募・包括連携先） 

策定委員会 
副市長・部長級職員で構成 

市民意識調査および 
高校生・大学生意識調査 

（包括連携） 

Q＆A ボード・リアル空間（包括連携） 
リアルな意見を集約・共有する掲示板 

職員検討委員会 

職員意識調査 

パブリックコメント 

計画策定の基礎資料となる意見を聴取する場・ 
市民と職員が協働で計画内容を検討する場（合同ワークショップ） 

行政 市民 

行政と各種団体や学識経験者の意見をもとに計画内容を決定する場 

市民と職員、学生などの想いや考えを聴取する場 

策定過程や取組状況等の情報発信・市民と共有を図る 

総合振興計画ワークショップ

(市民検討会議・職員検討委員

会の合同開催) 
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第３章 総合振興計画策定の背景 

 

１ 計画を取り巻く社会動向の把握 

（１）人口減少・少子高齢化 

わが国の人口（総務省 統計局人口推計）は、平成２０年（２００８年）１０月１日現在の１億２，８０８万人をピーク

に、平成２３年（２０１１年）以降は一貫して減少し、令和５年（２０２３年）１月１日現在で１億 2,475 万人と約１５年間

で３３３万人減少しています。 

また、出生（厚生労働省 厚生労働白書）について、平成２年（１９９０年）は合計特殊出生率１．５４、出生数１２２

万人でしたが、その後減少傾向が続き、令和４年（２０２２年）には合計特殊出生率１．26、出生数７７．１万人となっ

ています。 

高齢化の状況（内閣府 高齢社会白書（図３））について、平成２年（１９９０年）の高齢化率（６５歳以上人口の割

合）は１２．１％（１，４８９万人）でしたが、令和２年（２０２０年）には２８．６％（３，６０２万人）となっています。特に、７５

歳以上人口は１４．７％（１，８６０万人）となっています。今後も高齢化が拡大する予測となっており、令和１２年（２０３

０年）には高齢化率が３１．２％まで増加すると推計されています。 

 

 
図３ 高齢化の推移と将来推計（内閣府 令和４年（2022 年）版高齢社会白書） 
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（２）地方への新たな人の流れ 

人口減少・少子高齢化が急速に進行している中、若年層を中心として地方から人口が流出していることなどにより、

主に東京への一極集中の傾向が続き、地方における人口、特に生産年齢人口が減少しています。 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大などを背景にしたテレワーク＊の拡大による東京圏から地方への移住

や、地方で働きながら休暇を過ごすワーケーション＊の進展など、新たな人の流れや働き方が浸透しつつあり、都心居

住者の地方移住への関心も高まっています。こうした社会の新しい動向を踏まえ、地域資源の魅力をいかしたまちづく

りの重要性が高まっています。 

また、立地優位性をいかした企業誘致や地元で働きたくなる魅力ある就労環境の構築、交流人口の拡大、地域と

多様な形で関わる関係人口の創出・拡大など、将来的な移住や定住にもつながる新しい人の流れを作る取組が地

方都市で進められています。 

 

 

図４ 地方移住への関心（東京圏在住者） 

（内閣府 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査(令和５年(2023年)４月)） 
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（３）災害に強い安全・安心な地域づくり 

わが国では近年、豪雨による浸水や土砂災害、地震・津波などの大規模災害が発生し、気候変動の影響などによ

る自然災害の頻発化・激甚化にさらされています。１時間降水量５０ｍｍ以上の大雨の年間発生回数の増加傾向が

続くなど、気象データからも長期的な気候の変化がうかがえます。このような自然災害に備えるため国民の生命・身

体・財産を守る防災・減災、国土強靱化は喫緊の課題であり、一層重要性が増しています。 

「東日本大震災（平成２３年（２０１１年）３月）」は、かつてないほど広範な地域に大きな被害を及ぼし、東北地方を

中心に多くの尊い人命を奪いました。さらに、「平成２７年９月関東・東北豪雨」や「平成２８年（２０１６年）熊本地震」、

「令和元年東日本台風」、「令和２年７月豪雨」などをはじめとする近年の自然災害の教訓を踏まえ、平時から万全の

備えを行うなど、災害に強い安全・安心な地域づくりが進められています。 

 

 

 

図５ 全国（アメダス）１時間降水量 50mm 以上の年間発生回数（気象庁） 

 

  

昭和 50 年  昭和 55 年  昭和 60 年  平成２年  平成 7 年  平成 12 年  平成 17 年  平成 22 年 平成 27 年  令和２年 
(1975 年)  (1980 年)  (1985 年)  (1990 年)  (1995 年)  (2000 年)  (2005 年)  (2010 年)  (2015 年)  (2020 年) 

５年間移動平均             長期変化傾向 
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（４）デジタル化の急速な進展 

わが国においては、平成２８年（２０１６年）にＩｏＴ、ロボット、人工知能（AI＊）、ビッグデータといった技術をあらゆる産

業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立していくことを目指すＳｏｃｉｅｔｙ5.0（図６）が提唱され

ました。 

一方、その前提となるデジタル化については、日常生活への応用や展開が途上となっていましたが、新型コロナウイ

ルス感染症の世界的流行により、私たちのデジタル化への意識が一変しました。 

これにより、私たちの身近な生活においても、電子マネーや非接触決済ツールの活用などによる商習慣の変化や、

テレワークやオンラインコミュニケーションツールの活用による働き方の変化などが進んできました。 

これを機にデジタル技術の徹底的な活用やデジタルインフラなどの戦略的な構築を進め、そこに新しい価値を生み

出すデジタルトランスフォーメーション（以下「DX」という。）（図７）の推進が各地域で進められています。社会全体の

ＤＸの実現は、産業構造や働き方・暮らし方などに大きな変革をもたらし、社会に対するさまざまな課題を解決するとと

もに、生活をより便利で、豊かに変える大きな可能性を秘めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ Society5.0（内閣府） 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させた

システムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ デジタルトランスフォーメーション（総務省） 

従来の仕組みをデジタルによって変革していくことで、「豊かな生活、多様な

暮らし方・働き方を支える人間中心のまちづくり」の実現を目指すもの 
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（５）脱炭素社会（カーボンニュートラル＊）の実現 

平成２７年（２０１５年）に、すべての国が参加する形で、令和２年（２０２０年）以降の温暖化対策の国際的な枠組み

として「パリ協定」が採択され、世界共通の目標として、世界の平均気温上昇を２℃未満にする（さらに、１．５℃に抑え

る努力をする）こと、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることが打ち出され、令和２年（２０２０年）１０

月に、わが国は令和３２年（２０５０年）までにカーボンニュートラルを目指す宣言（図８）を行いました。 

地球環境問題は、解決すべき人類共通の課題であることから、脱炭素社会づくりに貢献するグリーン購入＊、低燃

費、低公害車などの製品への買換え、低炭素な消費や暮らし方によるライフスタイルの選択など、日々の生活の中で、

さまざまな取組が広がっています。 

 

 
図８ 温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニュートラル（脱炭素ポータル） 

 

（６）ＳＤＧｓ推進の機運の高まり 

ＳＤＧｓとは、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals）」のことで、令和１２年（２０３０年）を期限とする、先進国を含む国際社会全体が取り組むべ

き１７の目標（図９）と１６９のターゲットで構成され、｢誰一人取り残さない｣を理念とした国際社会における共通目標

です。 

わが国においては、平成２８年（２０１６年）５月にＳＤＧｓ推進本部が設置され、同年１２月には｢持続可能で強靭、そ

して誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す｣をビジョンとするＳ

ＤＧｓ実施指針が決定されました。 

ＳＤＧｓの目標達成に向け、企業や地方自治体、地域コミュニティ、そして市民一人ひとりに至るまですべての人の行

動が求められています。 

 

 
図９ ＳＤＧｓのアイコン（取り組むべき 17 の目標）（国連連合広報センター） 
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（７）社会動向の変化のまとめ 

 

  

①わが国の人口は平成２０年（２００８年）の１億２，８０８万人をピークに、令和５年（２０２３年）１月１日までの約１５

年間で３３３万人減少し、高齢化については、平成２年（１９９０年）は１２．１％でしたが、令和２年（２０２０年）には

２８．６％、令和１２年（２０３０年）には３１．２％まで増加する推計となっています。 

②新型コロナウイルス感染症を背景とした地方への新たな人の流れや働き方などを踏まえた、地域資源の魅力をい

かしたまちづくりの重要性が高まっています。 

③近年、激甚化・頻発化する自然災害に備えるため国民の生命・身体・財産を守る防災・減災、国土強靱化は喫緊

の課題であり、一層重要性が増しています。また、近年の自然災害の被害や教訓を踏まえ、平時から万全の備え

を行うなど、災害に強い安全・安心な地域づくりが進められています。 

④新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、私たちのデジタル化への意識が一変しました。社会全体のＤＸ

の実現は、産業構造や働き方・暮らし方などに大きな変革をもたらし、社会に対するさまざまな課題を解決すると

ともに、新しい価値を生み出し、市民生活をより便利に、豊かに変える大きな可能性を秘めています。 

⑤令和２年（２０２０年）以降の温暖化対策の国際的な枠組みとして採択された「パリ協定」の目標を達成するため、

わが国は令和２年（２０２０年）１０月に、令和３２年（２０５０年）までにカーボンニュートラルを目指す宣言を行いま

した。地球環境問題は、解決すべき人類共通の課題であることから、CO２などの温室効果ガスの排出量削減のた

め、日々の生活の中でさまざまな取組が広がっています。 

⑥ＳＤＧｓは、国際社会全体が取り組むべき１７の目標と１６９のターゲットで構成され、｢誰一人取り残さない｣を理念

とした国際社会における共通目標となっており、企業や地方自治体、地域コミュニティ、そして市民一人ひとりに至

るまで、すべての人の行動が求められています。 
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２ 市の現況 

（１）人口・世帯数の推移 

①人口の推移 

人口は、平成７年（１９９５年）をピークに減少傾向（図１０）にあり、２５年間で８，１０６人（約１４％）減少しています。

また、人口構成比の推移では、生産年齢人口（１５～６４歳）、年少人口（０～１４歳）の構成比（図１１）は、減少傾向

が続いている一方で、老年人口（６５歳以上）は平成７年（１９９５年）に１０．２％だったものが令和２年（２０２０年）

に３５．２％と加速度的に増加しています。 

 

 
出典：総務省 国勢調査 

図１０ 人口の推移 

 

 

出典：総務省 国勢調査 

図１１ 人口構成比の推移 
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②世帯数の推移 

世帯数は、平成１２年（２０００年）から令和２年（２０２０年）までの２０年間で増加し続けており（図１２）、核家族

世帯については、５０２世帯（約４％）、単独世帯については３，０５１世帯（約１００％）増加しています。 

  
出典：総務省 国勢調査 

図１２ 世帯数の推移 

（２）人口動態 

自然動態（出生・死亡）（図１３）のうち、出生数は、緩やかな減少を示す一方で、死亡数は増加が続き、自然減が

大きくなっています。 

また、社会動態（転入・転出）（図１３）のうち、転入数は、平成２０年（２００８年）に大きく増加し、転出数を一時的に

上回りましたが、その後、増減を繰り返しながら減少傾向が続いています。転出数は、平成１７年（２００５年）から平成

２１年（２００９年）にかけて大きく減少していますが、その後は緩やかな減少傾向が続いています。 

市の人口動態としては、自然減（出生を死亡が上回る）・社会減（転入を転出が上回る）が長期的に続いています。 

 

出典：地域経済分析システム RESAS 

図１３ 人口動態（自然動態・社会動態）  
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（３）性別および年齢別転入・転出の状況 

令和３年（２０２１年）の性別および年齢別の転入者数と転出者数の差（図１５）について、２０～２９歳の転出超過

が顕著となっており、特に女性の転出が目立ちます。 

男性では２０歳代・３０歳代で大きな転出超過となり、４０歳代から転入超過の傾向がみられます。 

平成２９年（２０１７年）の性別および年齢別の転入者数と転出者数の差（図１４）を比較すると、１０歳未満の男性・

女性の転入が増加し、３０歳代女性の転出超過が改善されています。 

 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

図１４ 性別および年齢別の転入者数・転出者数の差（平成２９年（２０１７年）） 

 

 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

図１５ 性別および年齢別の転入者数・転出者数の差（令和３年(２０２１年)） 
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（４）地区別人口の推移 

平成２７年（２０１５年）と令和３年（２０２１年）の地区別人口の増減率（図１６および図１７）について、総数（地区合

計）として５．３％の減少となっており、１１地区のうち９地区において減少し、幸手地区、行幸・長倉地区の２地区は増

加となっています。 

市街化区域内で人口が減少し、市街化区域の縁辺部で人口が増加している状況がうかがえます。 

      出典：町（丁）字別住民基本台帳・世帯人口調査表（各年 1 月 1 日現在） 

図１６ 地区別人口の増減率（平成２７年（２０１５年）と令和３年（２０２１年）を比較） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 地区別人口の増減率（平成２７年（２０１５年）と令和３年（２０２１年）を比較） 
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※地区の分類は、次のとおりです。 
■中・北地区：中 1～5 丁目、北 1～3 丁目、■南・上高野地区：南 1～3 丁目、南団地、上高野、上高野 1 丁目 

■東・緑台地区：東 1～5 丁目、緑台 1～2 丁目、■幸手地区：幸手（東２区～東 5 区）、■西地区：西 1～2 丁目 

■行幸・長倉地区：内国府間、中川崎、下川崎、千塚、千塚団地、円藤内、松石、高須賀、外国府間、幸手（東１区～東

5 区を除く）、■権現堂川地区：権現堂、上吉羽、神明内、木立 

■吉田地区：惣新田、細野、下宇和田、上宇和田、下吉羽、西関宿、花島、中島、槙野地 

■八代地区：戸島、戸島見立団地、戸島 1～2 丁目、吉野、吉野 1 丁目、天神島、天神島 1 丁目、平須賀、平須賀 1～2

丁目、神扇、平野、中野、長間 

■栄地区：栄 1～7 番、幸手（東１区）、■香日向地区：香日向 1～4 丁目 

凡 例 

■：人口増加(H27-R3)  

■：人口減少(H27-R3)  

□：市街化区域 
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（５）公共施設の年度別建築状況 

全国的な傾向として、高度成長期以降に建設された公共施設などが一斉に更新時期を迎えています。 

市では、昭和４０年代後半から５０年代にかけての人口急増を受け、この時期に学校をはじめとする多くの公共施

設を建設してきました。 

平成２９年（２０１７年）３月に策定した「幸手市公共施設等総合管理計画＊」において、平成２６年度（２０１４年度）

末の時点で既に築３０年以上が経過した施設が全体の６割を超えている（図１８）ことが示されています。 

 
資料：幸手市公共施設等総合管理計画（令和４年（２０２２年）３月改訂） 

図１８ 建築物系公共施設の建築年度別延床面積 
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（６）市の現況のまとめ 

 

  

①市の人口は平成７年（１９９５年）をピークに減少傾向にあり、２５年間で８，１０６人（約１４％）減少しています。一

方、世帯数は、平成１２年（２０００年）から２０年間で増加し続けており、核家族世帯は５０２世帯（約４％）、単独世

帯は３，０５１世帯（約１００％）増加しています。 

②平成７年（１９９５年）から令和２年（２０２０年）までの２５年間で人口構成比に占める老年人口（６５歳以上）は  

２５ポイント増加、年少人口は７ポイント、生産年齢人口は１８．７ポイント減少し、少子高齢化が顕著となっていま

す。 

③市の人口動態としては、自然減（出生を死亡が上回る）・社会減（転入を転出が上回る）が長期的に続いていま

す。令和３年（２０２１年）の性別および年齢別の転入者数と転出者数の差は、男性と女性ともに２０～２９歳の転

出超過が顕著となっており、特に女性の転出が多くなっています。平成２９年（２０１７年）と比較すると、１０歳未満

の男性・女性の転入が増加し、３０歳代女性の転出超過が改善されています。 

④平成２７年（２０１５年）と令和３年（２０２１年）の地区別の人口増減率は、幸手地区（１３．９％）、行幸・長倉地区

（8.7％）で増加となっていますが、栄地区（19.9％）や吉田地区（１３．６％）、香日向地区（13.6％）で大きく減

少しています。市街化区域内で人口が減少し、市街化区域の縁辺部で人口が増加している状況がうかがえます。 

⑤全国的な傾向として、高度成長期以降に建設された公共施設などが一斉に更新時期を迎えています。市におい

ても平成２６年度（２０１４年度）末の時点で既に築３０年以上が経過した公共施設が全体の６割を超えている状

況となっています。 
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３ 前期基本計画の取組成果 

前期基本計画では、各施策の達成度を測るため「成果指標」に目標値を設定し、まちの将来像の実現に向けた政

策・施策を計画的に推進してきました。 

後期基本計画を策定するにあたり、前期基本計画の進捗状況を把握するため、「成果指標」の達成度を整理する

とともに、施策を取り巻く状況などを踏まえた「施策評価」を行いました。 

 

（１）成果指標の達成度 

各施策における成果指標について、目標値（令和５年度（２０２３年度））

に対する達成状況（令和４年度（２０２２年度）時点の見込み値）を整理 

（表１）しました。 

全体で９６の成果指標のうち、「評価５」３５指標（３６．５％）、「評価４」３９

指標（40.6％）、「評価３」８指標（8.3％）、「評価２」８指標（8.3％）、「評

価１」６指標（6.3％）となっており、全体平均は３．９３となっています。 
このうち「評価１」の目標値の達成度が４０％未満となっている成果指標

は、「１００人当たりの不登校の児童および生徒数」や「エコライフＤＡＹにお

ける二酸化炭素の削減量」、「権現堂堤年間観光客数」、「総合振興計画前

期基本計画での成果指標の目標値を達成した指標の割合」、「将来負担

比率＊」の６項目となっています。 

また、「評価２」の目標値の達成度が４０％～６０％未満となっている成果

指標は、「放課後子ども教室の指導者数」、「家庭教育学級の開催団体

数」、「非行防止パトロールなどの従事者数」、「特定保健指導実施率」、

「観光協会ホームページアクセス数」、「小売業事業所数」、「幸手駅西口

土地区画整理事業＊の幹線道路整備進捗率」、「時間雨量３０㎜以下の大

雨時における床下浸水（店舗内浸水を含む）の発生件数」の８項目となって

います。 
表１ 成果指標の達成度一覧表 

政策 

【分野】 
施策 

成果指標の達成状況 

（５段階評価内訳数） 
達成度 

（平均値） 
５ ４ ３ ２ １ 

第１章 

子どもがいきいきと

育ち、子育てしやす

いまち 

【子育て・教育】 

１－１   子ども支援の充実 - 2 - - - 96.2% 

１－２   子育て環境の整備 2 - - - - 100％ 

１－３   学校教育内容の充実 1 3 - - 2 63.3% 

１－４   学校教育環境の整備 1 2 - - - 92.1% 

１－５   青少年の健全な育成 1 - - 3 - 58.9% 

政策・分野（１章）達成度（小計） 5 7 0 3 2 82.1% 

第２章 

市民が学び、市民

が活躍できるまち 

【協働・文化・人権】 

２－１   市民との協働の推進 - 1 - - - 98.0% 

２－２   コミュニティ活動の支援 - 1 - - - 98.0% 

２－３   社会教育の充実 - 2 - - - 88.5% 

２－４   歴史・伝統文化の継承と活用 1 1 - - - 98.5% 

２－５   人権尊重意識の高揚 1 - - - - 100% 

２－６   男女共同参画の推進 - 2 - - - 96.4% 

２－７   平和・国際交流の推進 1 1 - - - 98.7% 

政策・分野（２章）達成度（小計） 3 8 0 0 0 96.9% 

  

 
 
成果指標の達成度（５段階評価） 
5：目標値を達成 
4：目標値を８０％以上達成 
3：目標値を６０％～80％未満達成 
2：目標値を４０％～60％未満達成 
1：目標値を４０％未満 
 

成果指標を５段階で評価 
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政策 

【分野】 
施策 

成果指標の達成状況 

（５段階評価内訳数） 
達成度 

（平均値） 
５ ４ 3 ２ １ 

第３章 

いつまでも健康で

安心して暮らせるま

ち 

【福祉・健康】 

３－１  地域福祉の推進 - 1 - - - 93.3% 

３－２  障がいのある人への支援 - 2 - - - 89.1% 

３－３  高齢者支援の推進 2 1 - - - 99.7% 

３－４  健康づくりの推進 3 - 1 1 - 83.7% 

３－５  地域医療体制の充実 - 1 - - - 90.0% 

３－６  社会保障制度の円滑な運用 - 1 - - - 95.2% 

政策・分野（３章）達成度（小計） 5 6 1 1 0 91.8% 

第４章 

安全・安心で環境

にやさしいまち 

【防災・生活・環境】 

４－１  危機管理体制の強化 1 1 - - - 97.5% 

４－２  防災体制の推進 2 1 - - - 99.0% 

４－３  防犯体制の強化 - 4 - - - 94.5% 

４－４  交通安全対策の推進 - 2 - - - 96.9% 

４－５  消費者行政の推進 1 2 - - - 98.8% 

４－６  環境保全の推進 2 - - - 1 77.6% 

４－７  廃棄物の排出抑制 1 2 - - - 91.4% 

政策・分野（４章）達成度（小計） 7 12 0 0 1 93.7% 

第５章 

にぎわいと活力あ

ふれるまち 

【観光・産業】 

５－１  地域の特性をいかした観光の振興 - - 1 1 1 48.0% 

５－２  商工業の活性化のための支援 - - 2 1 - 65.6% 

５－３  雇用と労働環境の充実 1 - 1 - - 83.3% 

５－４  地域農業の推進 3 - - - - 100% 

政策・分野（５章）達成度（小計） 4 0 4 2 1 74.2% 

第６章 

だれもが快適に暮

らせるまち 

【都市基盤】 

６－１  計画的な土地利用 - 1 - - - 99.0% 

６－２  豊かな住環境の整備 1 1 2 1 - 79.6% 

６－３  雨水対策の推進 - - - 1 - 50.0% 

６－４  道路網の整備 1 2 - - - 95.9% 

６－５  公共交通の利便性の確保 - - 1 - - 63.8% 

６－６  安全な水の供給 3 - - - - 100% 

６－７  生活排水対策の推進 - 1 - - - 93.2% 

政策・分野（６章）達成度（小計） 5 5 3 2 0 83.1% 

第７章 

市民の信頼に応え

る行財政運営を推

進するまち 

【行財政】 

７－１  情報発信・情報共有の充実 2 - - - - 100% 

７－２  効率的な行政運営 2 - - - 1 78.8% 

７－３  健全な財政運営 2 - - - 1 73.3% 

７－４  信頼のある人材管理・育成 - 1 - - - 80.0% 

政策・分野（７章）達成度（小計） 6 1 0 0 2 83.0% 

政策・分野達成度（合計） 35 39 8 8 6 88.4% 
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（２）施策評価 

各施策の実施状況を踏まえ、施策の「実施度」と「達成度」（表２）について、それぞれ４段階による評価を行い、施

策ごとに達成状況を整理しました。 

全体で１８８施策のうち、「実施度」の評価では A「十分に実施できている」が２９施策（15.4％）、B「おおむね実施で

きている」が１１０施策（58.5％）、C「十分ではないが実施している」が４４施策（23.4％）、D「実施できていない」が

５施策（2.7％）となっています。「実施度」の評価点を政策（分野）単位で見ると「観光・産業分野（第５章）」が最も

低く、施策単位では、「4-1 危機管理体制の強化」や「2-2 コミュニティ活動の支援」、「2-1 市民との協働の推進」

などが特に低くなっています。 

「達成度」の評価では、A「達成した」２１施策（11.2％）、B「おおむね達成した」９２施策（48.9％）、C「着手した

が課題がある」６６施策（35.1％）、D「達成の見込みがない」９施策（4.8％）となっています。「達成度」の評価点を

政策（分野）単位で見ると「都市基盤分野（第６章）」や「観光・産業分野（第５章）」が低く、施策単位では、「4-1 危

機管理体制の強化」や「6-5 公共交通の利便性の確保」などが低くなっています。 

 

施策評価（４段階評価） 

【実施度】 

A：十分に実施できている／B：おおむね実施できている／ 

C：十分ではないが実施している／D：実施できていない 

【達成度】 

A：達成した／B：おおむね達成した／ 

C：着手したが課題がある／D：達成の見込みがない 

※評価点：A を４点、B を３点、C を２点、D を１点として、ポイント換算し、割合を算出 

（例）1-1 実施度評価＝「A」＝3×４pt、「B」＝5×３pt、「C」＝0×2pt、「D」＝0×１pt＝27 pt 

⇒（A＋B＋C＋D）／32pt(満点)＝27pt／32pt=84.4% 

 

表２ 施策評価（実施度・達成度）一覧表 

政策 

【分野】 
施策 

施策評価 

実施度評価 評価点 達成度評価 評価点 

第１章 

子どもがいきいき

と育ち、子育てし

やすいまち 

【子育て・教育】  

１－１   子ども支援の充実 
A=3／B=5／

C=0／D=0 
84.4% 

A=2／B=5／

C=1／D=0 
78.1% 

１－２   子育て環境の整備 
A=0／B=2／

C=1／D=0 
66.7% 

A=0／B=1／

C=1／D=1 
50.0% 

１－３   学校教育内容の充実 
A=0／B=5／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=5／

C=0／D=0 
75.0% 

１－４   学校教育環境の整備 
A=0／B=2／

C=3／D=0 
60.0% 

A=0／B=2／

C=3／D=0 
60.0% 

１－５   青少年の健全な育成 
A=0／B=3／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=3／

C=0／D=0 
75.0% 

政策・分野（１章）達成度（小計） 
A=3／B=17／

C=4／D=0 
74.0% 

A=2／B=16

／C=5／D=1 
69.8% 
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政策 

【分野】 
施策 

施策評価 

実施度評価 評価点 達成度評価 評価点 

第２章 

市民が学び、市民

が活躍できるまち 

【協働・文化・人

権】 

２－１ 市民との協働の推進 
A=0／B=0／

C=2／D=0 
50.0% 

A=0／B=0／

C=2／D=0 
50.0% 

２－２ コミュニティ活動の支援 
A=0／B=0／

C=2／D=0 
50.0% 

A=0／B=0／

C=2／D=0 
50.0% 

２－３ 社会教育の充実 
A=0／B=5／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=5／

C=0／D=0 
75.0% 

２－４ 歴史・伝統文化の継承と活用 
A=0／B=1／

C=2／D=0 
58.3% 

A=0／B=1／

C=2／D=0 
58.3% 

２－５ 人権尊重意識の高揚 
A=1／B=4／

C=0／D=0 
80.0% 

A=0／B=5／

C=0／D=0 
75.0% 

２－６ 男女共同参画の推進 
A=1／B=3／

C=0／D=0 
81.3% 

A=0／B=3／

C=1／D=0 
68.8% 

２－７ 平和・国際交流の推進 
A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

政策・分野（２章）達成度（小計） 
A=2／B=14／

C=9／D=0 
68.0% 

A=0／B=15／

C=10／D=0 
65.0% 

第３章 

いつまでも健康

で安心して暮ら

せるまち 

【福祉・健康】 

３－１ 地域福祉の推進 
A=0／B=4／

C=0／D=1 
65.0% 

A=0／B=3／

C=2／D=0 
65.0% 

３－２ 障がいのある人への支援 
A=3／B=2／

C=0／D=0 
90.0% 

A=2／B=3／

C=0／D=0 
85.0% 

３－３ 高齢者支援の推進 
A=0／B=6／

C=1／D=0 
71.4% 

A=0／B=6／

C=1／D=0 
71.4% 

３－４ 健康づくりの推進 
A=2／B=6／

C=0／D=0 
81.3% 

A=0／B=5／

C=1／D=2 
59.4% 

３－５ 地域医療体制の充実 
A=1／B=1／

C=1／D=0 
75.0% 

A=0／B=2／

C=1／D=0 
66.7% 

３－６ 社会保障制度の円滑な運用 
A=0／B=4／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=4／

C=0／D=0 
75.0% 

政策・分野（３章）達成度（小計） 
A=6／B=23／

C=2／D=1 
76.6% 

A=2／B=23／

C=5／D=2 
69.5% 

第４章 

安全・安心で環

境にやさしいまち 

【防災・生活・環

境】 

４－１ 危機管理体制の強化 
A=0／B=0／

C=1／D=1 
37.5% 

A=0／B=0／

C=1／D=1 
37.5% 

４－２ 防災体制の推進 
A=3／B=3／

C=2／D=0 
78.1% 

A=2／B=3／

C=3／D=0 
71.9% 

４－３ 防犯体制の強化 
A=1／B=0／

C=3／D=0 
62.5% 

A=1／B=0／

C=3／D=0 
62.5% 

４－４ 交通安全対策の推進 
A=3／B=0／

C=1／D=0 
87.5% 

A=3／B=0／

C=1／D=0 
87.5% 

４－５ 消費者行政の推進 
A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

A=0／B=0／

C=4／D=0 
50.0% 

４－６ 環境保全の推進 
A=2／B=2／

C=2／D=1 
67.9% 

A=2／B=1／

C=3／D=1 
64.3% 

４－7 廃棄物の排出抑制 
A=0／B=4／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=3／

C=1／D=0 
68.8% 

政策・分野（４章）達成度（小計） 
A=9／B=10／

C=12／D=2 
69.7% 

A=8／B=7／

C=16／D=2 
65.9% 
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政策 

【分野】 
施策 

施策評価 

実施度評価 評価点 達成度評価 評価点 

第５章 

にぎわいと活力

あふれるまち 

【観光・産業】 

５－１ 地域の特性をいかした観光の振興 
A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

５－２ 商工業の活性化のための支援 
A=0／B=2／

C=2／D=0 
62.5% 

A=0／B=2／

C=2／D=0 
62.5% 

５－３ 雇用と労働環境の充実 
A=0／B=3／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=1／

C=2／D=0 
58.3% 

５－４ 地域農業の推進 
A=0／B=4／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=4／

C=0／D=0 
75.0% 

政策・分野（５章）達成度（小計） 
A=0／B=10／

C=5／D=0 
66.7% 

A=0／B=8／

C=7／D=0 
63.3% 

第６章 

だれもが快適に

暮らせるまち 

【都市基盤】 

６－１ 計画的な土地利用 
A=0／B=3／

C=2／D=0 
65.0% 

A=0／B=3／

C=2／D=0 
65.0% 

６－２ 豊かな住環境の整備 
A=2／B=7／

C=0／D=0 
80.6% 

A=2／B=5／

C=2／D=0 
75.0% 

６－３ 雨水対策の推進 
A=0／B=3／

C=2／D=0 
65.0% 

A=0／B=0／

C=5／D=0 
50.0% 

６－４ 道路網の整備 
A=0／B=4／

C=1／D=0 
70.0% 

A=0／B=2／

C=3／D=0 
60.0% 

６－５ 公共交通の利便性の確保 
A=0／B=1／

C=3／D=0 
56.3% 

A=0／B=0／

C=3／D=1 
43.8% 

６－６ 安全な水の供給 
A=3／B=0／

C=0／D=0 
100% 

A=3／B=0／

C=0／D=0 
100% 

６－７ 生活排水対策の推進 
A=0／B=4／

C=1／D=0 
70.0% 

A=0／B=1／

C=3／D=1 
50.0% 

政策・分野（６章）達成度（小計） 
A=5／B=22／

C=9／D=0 
72.2% 

A=5／B=11／

C=18／D=2 
63.2% 

第７章 

市民の信頼に応

える行財政運営

を推進するまち 

【行財政】 

７－１ 情報発信・情報共有の充実 
A=2／B=4／

C=1／D=0 
78.6% 

A=2／B=3／

C=2／D=0 
75.0% 

７－２ 効率的な行政運営 
A=0／B=4／

C=2／D=1 
60.7% 

A=0／B=3／

C=3／D=1 
57.1% 

７－３ 健全な財政運営 
A=2／B=4／

C=0／D=1 
75.0% 

A=2／B=4／

C=0／D=1 
75.0% 

７－４ 信頼のある人材管理・育成 
A=0／B=2／

C=0／D=0 
75.0% 

A=0／B=2／

C=0／D=0 
75.0% 

政策・分野（７章）達成度（小計） 
A=4／B=14／

C=3／D=2 
71.7% 

A=4／B=12／

C=5／D=2 
69.6% 

政策・分野達成度（合計） 

A=29 
B=110 
C=44 
D=5 

71.3％ 

A=21 
B=92 
C=66 
D=9 

66.6% 
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（３）前期基本計画の取組成果のまとめ（総合評価） 

基本計画の７つの政策（分野）別に各施策における「成果指標の達成度」と施策の「実施度」および「達成度」の総

合評価（表３）を行いました。また、市民意識調査などのアンケート結果から行政施策に対する市民の「満足度」および

「進捗度」、行政施策に対する「職員の進捗度」を整理しました。 

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行（令和２年（２０２０年）１月以降）により、国内においても緊急事態宣言

が発出されるなど長期にわたり外出自粛が続き、施策の推進においても国際交流や観光、生涯学習、コミュニティなど、

多分野の取組に大きな影響が生じました。 

 
 

表３ 前期基本計画の取組成果のまとめ（総合評価） 

政策 

【分野】 

施策 成果指標 

総合評価 

 

（％） 

 （参考）アンケート結果※ 

（行政施策の満足度や進捗度） 

実施度 

評価点 

（％） 

達成度 

評価点 

（％） 

達成度 

 

（％） 

 
市民の

満足度 
（ﾎ゚ ｲﾝﾄ） 

市民の

進捗度 
（ﾎ゚ ｲﾝﾄ） 

職員の

進捗度 
（ﾎ゚ ｲﾝﾄ） 

第１章 子どもがいきいきと 
育ち、子育てしやすいまち 
【子育て・教育】 

74.0％ 69.8% 82.1% 75.3%  3.09 1.95 2.02 

第２章 市民が学び、市民が 
活躍できるまち 
【協働・文化・人権】 

68.0% 65.0% 96.9% 76.6% 
 

3.10 1.90 2.03 

第３章 いつまでも健康で安心
して暮らせるまち 
【福祉・健康】 

76.6% 69.5% 91.8% 79.3% 
 

3.08 1.92 2.05 

第４章 安全・安心で環境に 
やさしいまち 
【防災・生活・環境】 

69.7% 65.9% 93.7% 76.4% 
 

2.15 1.36 1.43 

第５章 にぎわいと活力あふれる
まち 
【観光・産業】 

66.7% 63.3% 74.2% 68.1% 
 

2.96 1.82 1.92 

第６章 だれもが快適に暮らせ
るまち 
【都市基盤】 

72.2% 63.2% 83.1% 72.8% 
 

2.95 1.80 1.95 

第７章 市民の信頼に応える 
行財政運営を推進するまち 
【行財政】 

71.7% 69.6% 83.0% 74.8% 
 

2.91 1.84 1.82 

※市民の満足度は、アンケート調査における「行政施策の満足度」の５段階の回答結果を「満足＝５ポイント」、「やや満足
＝４ポイント」、「ふつう＝３ポイント」、「やや不満＝２ポイント」、「不満＝１ポイント」にポイント変換した平均値。
市民および職員の進捗度は、アンケート調査における「行政施策の進捗度」の３段階の回答結果を「進んでいる＝３ポイン
ト」、「どちらでもない＝２ポイント」、「進んでいない＝１ポイント」にポイント変換した平均値。 

①「福祉・健康分野（第３章）」については、施策の「実施度」および総合評価が最も高く、行政施策に対する市民お

よび職員の「進捗度」も高い分野となっています。 

②「協働・文化・人権分野（第２章）」については、コミュニティ活動や生涯学習、歴史・文化、国際交流等で施策の

「実施度」および「達成度」が低くなっているものの、「成果指標の達成度」が最も高く、行政施策に対する市民の

「満足度」も最も高い分野となっています。 

③「観光・産業分野（第５章）」については、施策の「実施度」や「達成度」、「成果指標の達成度」が低く、総合評価

は最も低い分野となっています。 

④「防災・生活・環境分野（第４章）」については、「成果指標の達成度」は高いものの、行政施策に対する市民の「満足

度」および「進捗度」、「職員の進捗度」が最も低い分野となっています。 
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４ 各種意識調査結果 

（１）意識調査概要 

市民や高校生・大学生、職員への意識調査を通じて、幸手市のまちづくりに求められていることを整理し

ました。なお、経年変化を把握するため、市民意識調査と職員意識調査については前回（平成２９年（２０１

７年））との比較を行っています。 

 

①市民意識調査 

ア 調査対象者：１８歳以上の幸手市民２，０００人を対象 

イ 調査方法：調査票郵送による調査・WEB アンケート調査 

ウ 調査期間：令和４年（２０２２年）６月８日～６月３０日 

エ 回収数・回収率：７５１票（調査票：６２８票 WEB：１２３票）・３７．６％ 

※前回調査：今回同様、幸手市民２，０００人に郵送配布し、回収数８６３票（回収率４３．２％） 

②高校生・大学生 

意識調査 

ア 調査対象者：幸手市と包括的連携協定を締結している学校の生徒・学生を対象 

イ 調査方法（配布・在籍者数）：WEB アンケート調査 

－埼玉県立幸手桜高等学校 QR コード付きアンケート用紙配布（４５１人） 

－日本保健医療大学 学生専用サイトなどからアクセス（在籍者７５０人） 

－日本工業大学 学生専用サイトなどからアクセス（在籍者４，０９９人） 

ウ 調査期間：令和４年（２０２２年）７月８日～７月１９日 

エ 回収数：４３５票 

③職員意識調査 

ア 調査対象者：市職員３７５人を対象（令和４年（２０２２年）６月１日現在） 

※任期付職員、再任用職員を含む。会計年度任用職員を除く。 

イ 調査方法：WEB アンケート調査 

ウ 調査期間：令和４年（２０２２年）６月１３日～７月１５日 

エ 回収数・回収率：２７４票・７３．１％ 

※前回調査：今回同様、職員３８２人に庁内配布し、回収数３１９票（回収率８３．５％） 

 

（２）調査結果 

①幸手市は住みやすいかについて 

市民意識調査では、「住みやすい（23.7％）」と「どちらかといえば住みやすい（54.7％）」を合わせた割合は

78.4%（図１９）となっています。前回調査の結果と比べると９．３ポイント増加しています。高校生・大学生意識調査

の市内在住者では 77.9％（図２０）、職員意識調査（市外在住者も含む）では 65.3％（図２１）となっています。 

 

※今回調査結果は四捨五入の関係で合計が 100％にならない。 

※前回調査結果の「わからない（7.4％）」を含まない割合を示している。 

図 19 幸手市は住みやすいか（市民意識調査 問８） 
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38.6%

32.0%

45.0%

39.3%

13.3%

11.2%

2.3%

5.3%

0.8%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

永住したい 当分住み続けたい できれば市外に引っ越したい 市外に引っ越したい（予定を含む） 無効・無回答

 
図 20 幸手市は住みやすいか（高校生・大学生意識調査(市内在住) 問６） 

 

 
※四捨五入の関係で合計が 100％にならない。 

図 21 幸手市は住みやすいか（職員意識調査 問６） 

 

 

②今後も幸手市に住み続けたいかについて 

市民意識調査では、「永住したい」が３８．６%（図２２）、「当分住み続けたい」が４５．０%を合計すると 83.6％と

高い定住意向を示しています。前回調査の結果と比較すると「永住したい」が６．６ポイント増加しています。 

一方、「できれば市外に引っ越したい（１３．３％）」と「市外に引っ越したい（予定を含む）（2.3％）」を合わせた

割合が１５．６％となっていますが、高校生・大学生意識調査の市内在住者では３３．７％（図２３）と市民意識調査と

比べて２倍（約１８.１ポイント）高い割合を示しています。 

  

 

 

 

※前回調査結果の「わからない（10.5％）」を含まない割合を示している。 

図 22 今後も幸手市に住み続けたいか（市民意識調査 問９） 

 

  
図 23 今後も幸手市に住み続けたいか（高校生・大学生意識調査(市内在住)問７） 

 

 

③将来的に幸手市に移住したいかについて 

高校生・大学生意識調査の市外在住者では、「幸手市に移住したい・移住してみたいと思う」が１．２％（４人）、

「幸手市に移住してもよいと思う」が９．４％（３２人）（図２４）となっていますが、「幸手市に移住したいと思わない」

が６６．２％（２２５人）となっています。 

 

図 24 将来的に幸手市に移住したいか（高校生・大学生意識調査(市外在住) 問６） 
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④行政施策の「満足度」と「重要度」について 

行政施策の「満足度」が低い項目（取組の改善が求められる項目）（図２５）は、「(３４)公共交通の利便性の確

保」や「(３１)豊かな住環境の整備」、「(２８)雇用と労働環境の充実」、「(19)危機管理体制の強化」、「(27)商工

業の活性化のための支援」、「(22)交通安全対策の推進」などが挙げられます。 

行政施策の「重要度」が高い項目（取組の強化が求められる項目）（図２5）は、「(１)子ども支援の充実」、

「(39)健全な財政運営」、「(33)道路網の整備」、「(１５)高齢者支援の推進」、「(２１)防犯体制の強化」、「(２０)

防災体制の推進」、「(36)生活排水対策の推進」などが挙げられます。 

行政施策の「最優先改善項目（重要度が高く、満足度が低い）」（図２５）は、「(34)公共交通の利便性の確保」

や「(３１)豊かな住環境の整備」、「(33)道路網の整備」、「(22)交通安全対策の推進」、「(39)健全な財政運営」

などが挙げられます。 

 

図 25 行政施策の「満足度」と「重要度」の散布図（市民意識調査 問 25） 

※市民意識調査における「満足度」および「重要度」については、「満足・重要である＝５

ポイント」、「やや満足・どちらかといえば重要である＝４ポイント」、「ふつう・どち

らでもない＝３ポイント」、「やや不満・あまり重要ではない＝２ポイント」、「不満・

重要ではない＝１ポイント」に変換して散布図を作成 
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図 26 行政施策の「満足度」と「重要度」の折れ線グラフ（市民意識調査 問 25） 
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⑤-１幸手市が他の自治体と比較して優れているところについて 

市民意識調査では、「自然災害が少ない（３９．３％）」、「権現堂公園等の観光地がある（３６．５％）」、「圏央道

のインターチェンジがある（３０．８％）」など（表４）が挙げられています。 

その他として高校生・大学生（市内在住）への意識調査では「犯罪が少ない（２２．１％）」、高校生・大学生（市

外在住）では「人口密度が低い（１７．６％）」や「地域の結びつきが強い（１０．９％）」、職員意識調査では「都心か

ら比較的近くアクセスがよい（１８．２％）」などが上位に挙がっているのが特徴です。 

表４ 幸手市が他の自治体と比較して優れているところ 

順位 
市民意識調査 

（問 22） 

高校生・大学生意識調査 職員意識調査 

（問 12） 市内在住（問 10） 市外在住（問８） 

１位 
自然災害が少ない 

39.3％ 
自然災害が少ない 

41.1％ 

権現堂公園等の 
観光地がある 

21.5％ 

圏央道のインター 
チェンジがある 

41.2％ 

２位 
権現堂公園等の 
観光地がある 

36.5％ 

犯罪が少ない 
22.1％ 

人口密度が低い 
17.6％ 

権現堂公園等の 
観光地がある 

36.1％ 

３位 
圏央道のインター 
チェンジがある 

30.8％ 

買い物の便がよい 
22.1％ 

自然環境が豊富である 
12.4％ 

自然災害が少ない 
25.2％ 

４位 
買い物の便がよい 

20.4％ 

権現堂公園等の 
観光地がある 

22.1％ 

自然災害が少ない 
12.1％ 

自然環境が豊富である 
21.5％ 

５位 
自然環境が豊富である 

17.3％ 
人口密度が低い 

18.9％ 
地域の結びつきが強い 

10.9％ 

都心から比較的近く 
アクセスがよい 

18.2％ 

※市民意識調査で 30％以上の項目がある場合に着色 

⑤-２幸手市が他の自治体と比較して劣っているところについて 

市民意識調査では、「人口が減少傾向である（４０．１％）」や「市の財政状況が厳しい（３８．３％）」、「高齢化が

進んでいる（３０．５％）」など（表５）が挙げられています。 

高校生・大学生（市内在住）への意識調査では「商業施設が少ない（２４．２％）」、高校生・大学生（市外在住）

では「交通の便が悪い（３８．８％）」、職員意識調査では「市の財政状況が厳しい（５８．８％）」などが上位に挙

がっているのが特徴です。 

表５ 幸手市が他の自治体と比較して劣っているところ 

順位 
市民意識調査 

（問 23） 

高校・大学生意識調査 職員意識調査 

（問 13） 市内在住（問 11） 市外在住（問９） 

１位 
人口が減少傾向である 

40.1％ 
高齢化が進んでいる 

33.7％ 
交通の便が悪い 

38.8％ 
市の財政状況が厳しい 

58.8％ 

２位 
市の財政状況が厳しい 

38.3％ 
人口が減少傾向である 

26.3％ 
商業施設が少ない 

19.1％ 
人口が減少傾向である 

45.3％ 

３位 
高齢化が進んでいる 

30.5％ 
商業施設が少ない 

24.2％ 

集客力のある施設、観
光地が少ない 

15.6％ 

交通の便が悪い 
31.4％ 

４位 
交通の便が悪い 

23.7％ 

集客力のある施設、観
光地が少ない 

23.2％ 

道路整備が遅れている 
15.3％ 

高齢化が進んでいる 
25.2％ 

５位 
集客力のある施設、 

観光地が少ない 
23.7％ 

交通の便が悪い 
20.0％ 

高齢化が進んでいる 
11.5％ 

商業施設が少ない 
20.8％ 

※市民意識調査で 30％以上の項目がある場合に着色 
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⑥今後、重点的に取り組むべきと思う施策について 

市民意識調査および職員意識調査のいずれにおいても、「災害に強いまちづくり」が４５％を超え（図２７・図２８）、

最も高くなっています。 

市民意識調査では、「地域医療体制の充実（３６．４％）」、「高齢者福祉・介護予防事業の充実（３３．４％）」が 

３０％を超えて（図２７）、他の項目と比較すると高くなっており、前回調査結果と比較すると「災害に強いまちづくり」

が９．１ポイント、「地域医療体制の充実」が５．７ポイント、「高齢者福祉・介護予防事業の充実」が６．１ポイント増加

しています。 

職員意識調査では、「子育て支援体制の充実（４０．５％）」（図２８）が、市民意識調査と比較すると１５．２ポイン

トの差があります。なお、前回調査結果と比較すると８．２ポイント増加しています。 

 

 
※回答が 20％以上のものを表示 

※「子育て支援体制の充実」の前回調査の選択肢「地域子育て支援体制の充実」 

図２７ 今後、重点的に取り組むべきと思う施策は何か（市民意識調査 問１８） 

 

  
※回答が 20％以上のものを表示 

図２８ 今後、重点的に取り組むべきと思う施策は何か（職員意識調査 問１１） 

 

  

項目（選択肢） 票数 今回% 前回%

災害に強いまちづくり 341 45.4% 36.3%

地域医療体制の充実 273 36.4% 30.7%

高齢者福祉・介護予防事業の充実 251 33.4% 27.3%

子育て支援体制の充実※ 190 25.3% 24.8%

幸手駅周辺の開発（西口土地区画整理） 157 20.9% 28.7%

中心市街地の活性化 156 20.8% 21.9%

財政の健全化 155 20.6% 26.0%

項目（選択肢） 票数 今回% 前回%

災害に強いまちづくり 124 45.3% 45.8%

子育て支援体制の充実 111 40.5% 32.3%

中心市街地の活性化 63 23.0% 29.5%

行政運営の効率化 63 23.0% 19.1%

財政の健全化 62 22.6% 18.8%
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（３）各種意識調査結果（市民ニーズ）のまとめ 

 

 

 

  

①住みやすいと感じている市民は、78.4％を占めており、市民の居住継続意向（永住したい・当分住み続けたい）に

ついても、83.6％を占め、高い割合を示しています。 

②市内在住の高校生・大学生で、将来転出を希望（できれば市外に引っ越したい・市外に引っ越したい（予定を含

む））する割合は、市民と比べて１８．１ポイント高い割合を示しています。 

③行政施策の「満足度」が低い項目（取組の改善が求められる項目）は、「公共交通の利便性の確保」や「豊かな

住環境の整備」、「雇用と労働環境の充実」、「危機管理体制の強化」、「商工業の活性化のための支援」、「交通

安全対策の推進」などが挙げられます。 

行政施策の「重要度」が高い項目（取組の強化が求められる項目）は、「子ども支援の充実」、「健全な財政運

営」、「道路網の整備」、「高齢者支援の推進」、「防犯体制の強化」、「防災体制の推進」、「生活排水対策の推

進」などが挙げられます。 

行政施策の「最優先改善項目（重要度が高く、満足度が低い）」は、「公共交通の利便性の確保」や「豊かな住

環境の整備」、「道路網の整備」、「交通安全対策の推進」、「健全な財政運営」などが挙げられます。 

④市民意識調査によると、他の自治体と比較して優れているところは「自然災害が少ない」や「権現堂公園等の観

光地がある」、「圏央道のインターチェンジがある」などで、劣っているところは「人口が減少傾向である」や「市の

財政状況が厳しい」、「高齢化が進んでいる」、「交通の便が悪い」などとなっています。 

⑤市民意識調査によると、重点的に取り組むべきと思う施策は、「災害に強いまちづくり」や「地域医療体制の充

実」、「高齢者福祉・介護予防事業の充実」が３割以上と高くなっています。 
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第４章 まちづくりの主な課題について 

第３章で整理した社会動向の変化（新たな視点）や人口動向など（現況）、前期基本計画の取組成果

（指標・施策評価）、市民意識調査（市民ニーズ）などを踏まえて、まちづくりの主な課題（分野横断的な

課題と分野別の課題）を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

まちづくりの主な課題≪分野横断的な課題≫ 

 
  

①若い世代の転出抑制・転入促進 

・人口減少が長期化し、少子高齢化が顕著となっており、若い世代の転出が課題となっていることから、若い世代の

転出抑制に貢献する政策展開が求められています。 

②魅力あるまちづくりの推進 

・東京圏から地方への新たな人の流れや働き方の変化などをチャンスと捉え、幸手市の地域資源をいかした魅力あ

るまちづくりの展開により、将来的に移住や定住にもつながる新しい人の流れを作る取組が求められています。 

③デジタル化への対応と活用 

・さまざまな分野でデジタル技術を活用して生活の質の向上や地域課題の解決、行政の業務刷新を図るＤＸの推進

が求められています。 

④脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現 

・持続可能な社会の実現に向け、行政だけでなく、市民や事業者と協力したカーボンニュートラルの推進が求められ

ています。 

⑤持続可能な社会の構築（ＳＤＧｓの推進） 

・持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するため、ＳＤＧｓの目標達成に向けた取組を、総合振興計画のさま

ざまな施策と一体的に推進することが求められています。 

 

まちづくりの主な課題 

≪分野横断的な課題と分野別の課題≫ 

人口動向など 

(現況) 

市民意識調査など 

(市民ニーズ) 

社会動向の変化 

(新たな視点) 

前期基本計画取組成果 

(指標・施策評価) 
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まちづくりの主な課題≪分野別の課題≫ 

 

  

①子育て・教育分野 

・「子育て支援の充実」は施策全体で重要度が高い施策となっています。市民ニーズに合わせた子育て支援の充実

が求められています。 

・時代の変化に対応した教育の充実が求められています。また、いじめや不登校への対応や教育相談の充実が求め

られています。 

②協働・文化・人権分野 

・コミュニティ活動の支援や人権尊重意識の高揚への取組改善が求められています。 

・市民と行政が協力・連携した協働のまちづくりのさらなる推進が求められています。 

③福祉・健康分野 

・前期基本計画の総合評価（施策達成度等）が高い分野です。運動習慣の定着による健康寿命＊の延伸などの健

康づくりの推進や市民の多様なニーズに対応した地域医療体制の充実などが求められています。 

・超高齢社会における高齢者支援の推進や高齢者福祉・介護予防事業の充実などが求められています。 

④防災・生活・環境分野 

・近年激甚化、頻発化する災害から市民の生命と身体、財産を守るため、危機管理体制や災害に強いまちづくりへ

の取組のさらなる強化が求められています。 

・グリーンエネルギー（太陽光・風力・水力など）への転換など積極的な環境行政の推進が求められています。 

⑤観光・産業分野 

・施策の実施度や達成度などが低い分野であり、特に新型コロナウイルス感染症の影響を受けた観光施策につい

て、地域経済活性化につなげるための取組が求められています。また、市の地域資源をいかした観光の振興や商

工業の活性化、雇用と労働環境の充実が特に求められています。 

・中心市街地については、「幸手市中心市街地にぎわい創造方針＊」に基づいた事業展開が求められています。 

⑥都市基盤分野 

・公共交通の利便性の確保は市民満足度が低いことから、市民ニーズに合わせた利便性の向上を図る取組が求め

られています。また、道路網の整備やインフラ更新など計画的な取組が求められています。 

⑦行財政分野 

・人口減少・少子高齢化の進展を踏まえた効率的で持続可能な行財政の運営が求められています。 

・事務改善や組織体制の強化などを図るため、庁内横断的な検討が求められています。また、公共施設の更新・再

編においては将来を見据えた取組が求められています。 


